
平成 17年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 16年 11月 16日

上   場   会   社   名 三菱瓦斯化学株式会社      上場取引所  東 大 名

コード番号     4182      本社所在都道府県

(URL http://www.mgc.co.jp/)      東京都

代   表   者   名 　　役職名　取締役社長　　　氏名　小高　英紀

問合せ先責任者　　役職名　広報ＩＲ部長　　　氏名　佐藤　康弘 TEL (03) 3283 - 5041

中間決算取締役会開催日　　平成 16年 11月 16日 中間配当制度の有無　   　有

中間配当支払開始日　　       平成 16年 12月  7日 単元株制度採用の有無　　有　（1千株）

１. 16年 9月中間期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）
(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％   百万円 ％   百万円 ％   

16年 9月中間期 136,775 18.4   6,832 － 7,487 －

15年 9月中間期 115,522 12.2   271 － 366 －

16年 3月期 240,575 5,551 5,973

百万円 ％   円　　銭   

16年 9月中間期 4,671 － 10 .10

15年 9月中間期 277 － 0 .60

16年 3月期 2,723 5 .88

(注)①期中平均株式数   16年 9月中間期     462,538,369 株     15年 9月中間期    462,999,707 株     16年 3月期   462,788,325 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり

中間配当金
１株当たり

年間配当金
円　銭  円　銭  

16年 9月中間期 2.50  －

15年 9月中間期 0.00  －

16年 3月期 － 4.00  

(3)財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１株当たり

株主資本
百万円   百万円   ％   円　銭   

16年 9月中間期 41.3   288.34   

15年 9月中間期 39.5   264.82   

16年 3月期 40.6   281.70   

(注)①期末発行済株式数    16年 9月中間期    462,509,511 株   15年 9月中間期   462,595,724 株    16年 3月期   462,561,149 株

　　 ②期末の自己株式数    16年 9月中間期　   20,968,887 株 　15年 9月中間期　   20,882,674 株 　 16年 3月期    20,917,249 株

２. 17年 3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　   １株当たり年間配当金

期　　末
百万円   百万円   百万円   円　銭  円　銭  

3.50  6.00  

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）              18円38 銭

営業利益（通期）　　　　14,000百万円

*業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社で判断したものであり、実際の業績は予想数値と異なる場合

 があります。上記業績予想に関する事項は、添付資料の8ページをご参照下さい。
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売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期）純利益
１ 株 当 た り 中 間
 ( 当 期 ） 純 利 益

総  資  産 株  主  資　本
株主資本

比率

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

322,523

310,094

320,790

133,361

122,503

130,301

275,000
通　　期

15,500 8,500
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1．中間貸借対照表 

                                                                                         (単位:百万円) 

当中間期 前中間期 前 期 当中間期 前中間期 前 期
科   目 

H 1 6 . 9 . 3 0 現 在 H 1 5 . 9 . 3 0 現 在 H 1 6 . 3 . 3 1 現 在
科   目 

H 1 6 . 9 . 3 0 現 在 H 1 5 . 9 . 3 0 現 在 H 1 6 . 3 . 3 1 現 在

（ 資 産 の 部 ）    ( 負 債 の 部 )    

           

流 動 資 産 ( 135,444) ( 116,807) ( 128,387) 流 動 負 債 ( 122,364) ( 116,345) ( 131,431)

         

現 金 ・ 預 金 7,274 5,712 7,367 支 払 手 形 866 1,120 815

受 取 手 形 3,759 3,174 3,526 買 掛 金 41,359 34,269 40,057

売 掛 金 82,991 59,036 67,747 短 期 借 入 金 55,962 65,384 65,969

有 価 証 券 4 4,014 6,014 一 年 内 償 還 社 債 10,000 － 10,000

未 収 入 金 2,418 3,118 4,368 未 払 金 2,957 4,034 3,474

短 期 貸 付 金 849 685 684 未 払 法 人 税 等 291 298 238

製 品 17,254 19,619 16,585 未 払 費 用 7,979 7,186 7,311

半 製 品 ・ 仕 掛 品 3,680 4,542 4,492 預 り 金 334 1,456 977

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 10,174 11,879 11,491 賞 与 引 当 金 2,349 2,360 2,373

前 払 費 用 2,273 1,657 1,977 そ の 他 流 動 負 債 263 235 214

繰 延 税 金 資 産 3,852 2,101 3,037   

そ の 他 流 動 資 産 955 1,265 1,131   

貸 倒 引 当 金 △45 △1 △38 固 定 負 債 ( 66,797) ( 71,245) ( 59,057)

    

  社 債 10,000 20,000 10,000

固 定 資 産 ( 187,079) ( 193,287) ( 192,402) 長 期 借 入 金 49,542 43,017 41,871

  退 職 給 付 引 当 金 5,761 7,411 6,343

有 形 固 定 資 産 ( 101,940) ( 112,409) ( 104,909) 役員退職慰労引当金 612 676 753

建 物 21,379 22,799 22,125 繰 延 税 金 負 債 796 － －

構 築 物 12,040 12,562 12,535 そ の 他 固 定 負 債 85 139 88

機 械 装 置 44,287 49,543 44,558   

車 両 運 搬 具 100 129 107

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 3,414 3,596 3,410
負 債 合 計 ( 189,162) ( 187,591) ( 190,488)

土 地 15,409 15,958 15,875   

建 設 仮 勘 定 5,308 7,819 6,295 ( 資 本 の 部 )  

    

無 形 固 定 資 産 ( 1,393) ( 1,270) ( 1,330) 資 本 金 ( 41,970) ( 41,970) ( 41,970)

特 許 権 125 126 149 資 本 剰 余 金 ( 35,668) ( 35,668) ( 35,668)

ソ フ ト ウ ェ ア 900 722 771 資 本 準 備 金 35,668 35,668 35,668

その他無形固定資産 366 421 409 利 益 剰 余 金 ( 50,281) ( 45,366) ( 47,812)

  利 益 準 備 金 6,999 6,999 6,999

投資その他の資産 ( 83,745) ( 79,607) ( 86,162) 任 意 積 立 金  

投 資 有 価 証 券 45,499 37,108 45,356 研 究 開 発 資 金 1,500 1,500 1,500

関係会社株式・出資金 34,287 32,127 36,342 退 職 給 与 積 立 金 500 500 500

長 期 貸 付 金 338 422 366 海 外 事 業 積 立 金 7,500 7,500 7,500

長 期 前 払 費 用 1,862 2,010 1,943 設 備 更 新 積 立 金 1,700 1,700 1,700

繰 延 税 金 資 産 － 6,008 354 探 鉱 積 立 金 1,841 1,643 1,643

そ の 他 投 資 1,898 2,136 1,935 固定資産圧縮積立金 2,389 2,505 2,505 
貸 倒 引 当 金 △141 △206 △136 特 別 償 却 準 備 金 80 104 104 

  海外投資等損失準備金 14 15 15 
  別 途 積 立 金 20,300 20,300 20,300 
  中間(当期)未処分利益 7,456 2,599 5,044

  その他有価証券評価差額金 (  9,299) (  3,321) (  8,685)

  自 己 株 式 ( △3,858) ( △3,823) ( △3,835)

      

   

   
資 本 合 計 ( 133,361) ( 122,503) ( 130,301)

資 産 合 計 322,523 310,094 320,790 負 債 及 び 資 本 合 計 322,523 310,094 320,790
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２.中間損益計算書 
 （単位：百万円，％） 

当 中 間 期 前 中 間 期 前   期 

（H16/4～H16/9） （H15/4～H15/9） （H15/4～H16/3） 科   目 

金 額 百分比 金 額 百分比 

増 減     

金 額 百分比

売 上 高 136,775 100.0 115,522 100.0 21,253 240,575 100.0 

売 上 原 価 116,158 84.9 101,432 87.8 14,725 208,461 86.6 

 売 上 総 利 益 20,617 15.1 14,089 12.2 6,528 32,114 13.4 

         

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 13,785 10.1 13,818 12.0 △ 32 26,562 11.1 

 営 業 利 益 6,832 5.0 271 0.2 6,560 5,551 2.3 

        

営 業 外 収 益 （  3,675） （  2.7） （  2,807） （  2.4） （867） （  6,362） （  2.7）

 受 取 利 息 ・ 受 取 配 当 金 2,499 1,905  594 4,654  

 そ の 他 1,175 902  273 1,707  

        

営 業 外 費 用 （  3,020） （  2.2） （  2,712） （  2.3） （307） （  5,939） （  2.5）

 支 払 利 息 506  524  △ 18 1,054  

 社 債 利 息 262  387  △ 125 650  

 そ の 他 2,251  1,799  451 4,234  

 経 常 利 益 7,487 5.5 366 0.3 7,120 5,973 2.5 

         

特 別 利 益 （    273） （  0.2） （    276） （  0.3） （ △ 2） （  1,419） （  0.6）

 投 資 有 価 証 券 売 却 益 273 225  48 787  

 固 定 資 産 売 却 益 － 50  △ 50 632  

        

特 別 損 失 （ 2,416） （  1.8） （ 570） （  0.5） （ 1,846） （ 3,632） （  1.5）

 電子材料事業構造改善費用 1,116  －  1,116 1,691  

 情報機能材事業構造改善費用 797  －  797 －  

 固 定 資 産 売 却 損 345  －  345 －  

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 157  82  75 114  

 固 定 資 産 廃 棄 損 －  488  △ 488 1,115  

 探 鉱 費 償 却 －  －  － 460  

 そ の 他 －  －  － 250  

         

 税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 5,344 3.9 72 0.1 5,271 3,760 1.6 

 法人税、住民税及び事業税 322 0.2 82 0.1 239 244 0.2 

 法 人 税 等 調 整 額 351 0.3 △ 287 △ 0.2 638 793 0.3 

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 4,671 3.4 277 0.2 4,393 2,723 1.1 

 前 期 繰 越 利 益 3,137  2,321  815 2,321  

 中 間 配 当 額 －  －  － －  

 合併による子会社株式消却損 352  －  352 －  

 中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 7,456  2,599  4,857 5,044  
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 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項  
 
１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的債券----------------償却原価法 

②子会社株式及び関連会社株式------移動平均法による原価法 

③その他有価証券------------------（時価のあるもの） 

主として中間期末日前１ヶ月間の市場価格等の平均に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

（時価のないもの） 

移動平均法による原価法 

 

２ デリバティブの評価基準       時価法 

 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法   総平均法による原価法 

 

４ 固定資産の減価償却の方法 

     有形固定資産--------------------定額法 

     無形固定資産--------------------定額法 

 

５ 引当金の計上基準 

   ①貸 倒 引 当 金               

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

   ②賞 与 引 当 金               

従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当中間会計期間負担額を計上しております。 

   ③退職給付引当金             

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、当社は退職給付信託を設定しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）による定額法により費用

処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）によ

る定率法で発生事業年度より費用処理しております。 

   ④役員退職慰労引当金    

役員および執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間会計期間末要支給額を計上してお

ります。 

 
６ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７ 消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 
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 中間貸借対照表に関する注記事項  
 当中間期 前中間期 前期 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 213,270 百万円 220,070 百万円 211,616 百万円 

２ 担保に供している資産 51 百万円 51 百万円 51 百万円 

３ 保証債務 23,432 百万円 28,526 百万円 26,078 百万円 

 

 

 リース取引に関する注記事項  
 
EDINET による開示を行うため記載を省略しております。 

 

 

 有価証券に関する注記事項  
 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                                                （単位：百万円） 

区 分 当中間期（Ｈ16.9.30 現在） 前中間期（Ｈ15.9.30 日現在） 前期（Ｈ16.3.31 日現在） 

 
貸借対照

表計上額 
時   価 差  額 

貸借対照

表計上額
時   価 差  額 

貸借対照

表計上額 
時   価 差  額 

子会社株式 － － － － － － － － －

関連会社株式 2,209 16,029 13,819 2,209 10,091 7,882 2,209 13,032 10,822

 


